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調節し，経済発展の推進力の役割を果たしている（Drucker 1958; Kaynak 1986; Wood and Vitel 1986）。
特に発展途上国の場合，経済発展に導くドアの役割を果たすのが生産とすれば，そのドアを開け
て，経済発展のプロセスを持続可能にする鍵は流通である（Elmen 1958; Cranch 1974; Cundiff 1982; 





                                                   
1 謝憲文 (2008),『流通構造と流通政策－日本と中国の比較－（増補版）』, 同文館, 4頁。 
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3 中国連鎖経営協会編 (2005), 『中国連鎖経営年鑑 (2005年) 』, 中国商業出版社, 252頁。 
4 中国連鎖経営協会編 (2013), 『中国連鎖経営年鑑 (2013年) 』, 中国商業出版社, 398頁。 
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6 中国連鎖経営協会編 (2013), 『中国連鎖経営年鑑 (2013年) 』, 中国商業出版社, 398頁。 
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発展途上国における小売業の発展は，既存研究において小売技術9移転の問題として取り上げら
れている（Karnak 1980; Goldman 1981）。具体的に述べると，伝統的な小売業が海外から移転され
た近代的小売技術によって完全に置き換えられることは，発展途上国における流通近代化の基本
的なパターンである（Kacker 1988; Goldman and Qin 1998; Goldman et al. 1999）。しかし，特定の小
売技術が特定の国において優位性をもっても，必ずしもほかの国，特に発展途上国に順調に移転
するわけではない。なぜなら，小売技術の提供国と受入国の間に，経済的，社会的な環境の差異
が大きいからである（Lo, Yau and Li 1986; 青木 1996）。そのため，小売技術移転研究では，両国
間の環境の差異を明らかにする上で，小売技術移転の阻害要因を探り出し，さらにその阻害要因
をいかに克服するのかについて，分析の重点が置かれている10（e.g. Guerin 1964; Bennet 1966; 
Cunningham et al. 1974; Kaynak 1980; Yavas et al. 1981; Uger et al. 1981; Goldman 1982; Ugur and 
Tuncalp 1984; Kaynak 1985; Alawi 1986; Lo, Yau and Li 1986; Ho and Sin 1987; Ho and Lou 1988; Lau 







                                                   
9 小売技術とは，消費者に商品を提供するための小売業が保有する知識体系のことであり，一般的に業態技術を指
している（Gist 1968; Rachman 1975; Goldman 1975-6）。 



































14 革新的現象を捉える際の研究者の为観性については，先行研究で様々な指摘がなされている（Olson et al.1995; 













第 3節 分析枠組と研究課題 
 
小売業革新研究は，その豊富な蓄積にもかかわらず，小売業革新についての統一的，かつ厳密
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に変化を引き起こすための革新次元には，为に 2つの見解がある15。 
第 1は，小売業態の次元である（McNair 1958; Hollander 1966; Nielsen 1966; Izraeli 1973）。小売
業態とは，消費者の欲求を満たし，小売活動を体系的に組織するための構造であり，具体的に述
べると，それは品揃え，価格戦略，立地，顧実接点など特定の小売ミックスの結合のパターンで
ある（Levy and Weitz 2008）。つまり小売業態は，類似的な店舗属性を取る複数企業の集合的な行
動であると理解される（Markin and Duncan 1981）。 







程は，個別企業による革新的行動 ➝ 模倣による競争企業の出現 ➝ 消費者による業態としての
認知（すなわち，業態の生成）➝ 業態内の個別企業による業務改革や新たな革新の創出の連鎖
であり，このことは，ミクロ現象とマクロ現象が互いにリンクしていることの証左でもある16。 
                                                   
15 近年では，小売ビジネス・システムの次元から，小売業革新を捉える研究が現れてきた（Sorescu et al. 2011 ; Lange 







































                                                                                                                                                     
消費者に定着したイメージを混乱させないような漸進的な革新だけに取り組むようになる。 


























































（Savitt 1980; King et al. 1994; Laitin 2000; George and Bennett 2005）18。 
事例研究の長所としては，経時的・歴史的なダイナミズムを捉えることができ（Eisenhardt 1989; 
George and Bennett 2005），複雑な相互作用，経路依存などの複雑な因果関係を理解することもで
きる（Ragin 1987; King et al. 1994; George and Bennett 2005）。また徹底的なインタビュー調査を行
ったり，歴史的資料を厳密に分析する傾向があるため，たとえ尐数の事例であっても，膨大な量
の情報を発掘することができる（King et al. 1994）。さらに「どのように」，あるいは「なぜ」と
いうタイプの問題を明らかにする場合に，事例研究が最も効果を発揮する研究方法といわれてい
る（Yin 1994; Edmondson and McManus 2007; Eisenhardt and Graenber 2007）。 
以上を踏まえ，本研究では事例研究のアプローチが適切と考えられる。なお事例研究には，単
一の事例研究と複数の事例研究の 2つのタイプがあり，本研究は特定の小売業態に着目している




                                                   
18 たとえば，Laitin（2000）は，「統計研究が傾向の問題を扱うことに対し，事例研究は過程の問題を扱うことであ
る」と指摘した。 






とその規定要因を検討している（e.g. Bucklin 1983; Lo, Yau and Li 1986; Ho and Lau 1988; Biois 1989; 
Brown 1990; Fernie and Suzanne 1997; Goldman and Qin 1998; Goldman 2000; Hahn 2000; Lo, Lau and 
Lin 2001; Mai and Zhao 2004）。 
しかし事例研究，特に単一の事例研究において，分析対象としてどのような事例を選択するか
は慎重に考えなければならない。なぜなら，これは単一の事例からどのように一般化可能な推論
を導き出すかという事例研究における根本的な問題に関わるためである（Schofield 1990; King et al. 
1994; Yin 1994; George and Bennett 2005; Eisenhardt and Graebner 2007; Rihoux and Ragin 2009）20。 
事例研究から得られた知見をより大きな母集団に適用するための最も典型的な方法は，その事










                                                   
20 たとえば，Schofield（1990）は，現状では，情報源へのアクセスがしやすいという利便性の理由から，事例を選
択する研究者が多いと批判した。 
21 Worsley et al.（1970），Silverman（1985）は，事例研究の一般化可能性について，その分析対象の事例が母集団お
いて代表的かどうかによるのではなく，その分析におけるロジックの妥当性に依存すると为張した。 
22 Flyvbjrg（2006）は，代表事例を確かめる標準的な手続きがまだ存在しないと指摘した。一般的な方法としては，
研究対象に詳しい人に対して聞き取り調査を行ったり，新聞記事を読んだりすることが挙げられる（King et al. 
1994）。 
23 渋谷 (2009),「マーケティング研究におけるケース・スタディの方法論」, 嶋口充輝監修 (2009),『マーケティン
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生産高は 1981年の 10.08億着25から 2010年の 285.23億着26に拡大し，国民一人当たりのアパレル
商品購入への支出額は 1981年の 5.63元から 2011年の 1,674.7元まで驚異的な増大を見せた27。 
生産と消費の急拡大に伴い，アパレル流通構造全体に根本的な変化が生じた。従来の閉鎖的・
硬直的な流通構造が解体され，生産から消費までの効率的な流通システムが徐々に整備されるよ
                                                   
25 中国紡績工業年鑑編輯委員会編 (2001) , 『中国紡績工業年鑑 (2000年) 』, 中国紡績出版社, 135頁。 
26 中国紡績工業協会編 (2011) , 『中国紡績工業発展報告 (2010-2011年) 』, 中国紡績出版社, 3頁。 
27 国家統計局編 (1982), 『中国統計年鑑 (1981年) 』, 中国統計出版社, 429頁, 国家統計局編 (2012), 『中国統計
年鑑 (2011年) 』, 中国統計出版社, 346頁。 






















































29 中国紡績工業年鑑編集委員会編 (1982), 『中国紡績工業年鑑 (2000年) 』, 中国紡績出版社, 135頁, 中国紡績工
業協会編 (2002), 『中国紡績工業発展報告 (2001-2002年) 』, 中国紡績出版社, 77頁。 
30 郭燕 (2008), 「改革開放 30年中国紡績品服装出口貿易発展段階分析」, 『紡績導報』, 第 6号, 20頁。 























                                                   




























                                                   






36 Giordano Annual Report 1992, 7頁。 







 1992年 1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1999年 2000年 
売上高 102.3 338.1 338.5 527.1 567.4 565 513 544 712 

















                                                   
37 郷鎮企業とは，中国の農村部（鎮・郷・村）における人民公社や生産大隊によって出資，設立，経営される中小
企業を指す。 





















                                                   
38 蘇益波 (2010),『雅戈爾非凡崛起』, 浙江人民出版社, 16-18頁。 
39 黎沖森 (2004),「解読雅戈爾成為服装 “旗手” 的奇跡」,『経営者』, 第 8号, 134頁。 
40 李雪 (2014),『中国消費財メーカーの成長戦略』, 文眞堂, 58頁。 
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の500万元から，わずか6年後の2001年の8.7億元まで急拡大した62。10 代から 20 代の若者の間で
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64 中国紡績工業協会編 (2005),『中国紡績工業発展報告 (2004-2005年) 』, 中国紡績出版社, 492頁。 






















66 謝憲文 (2009),『グローバル化が進む中国の流通・マーケティング』, 創成社, 95頁。 
















2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 

























                                                   
68 同上, 51頁。 
69 謝憲文 (2008),『流通構造と流通政策－日本と中国の比較－ (増補版) 』, 同文館, 205頁。 
70 同上, 206頁。 

























2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 
百貨店 専門店 総合スーパー 
レジャー・個人用品店 無店舗販売 その他 
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図表 1-6： Giordanoの売上高と店舗数の推移（中国本土 2001-2013年）（単位：百万香港ドル） 
 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 
売上高 808 856 815 952 987 1,090 1,349 
店舗数 461 532 581 671 706 729 820 
 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年  
売上高 1,689 1,633 1,781 2,029 1,898 1,727  
 店舗数 909 1,017 1,188 1,372 1,243 1,161  
出所：各年度の有価証券報告書に掲載されたデータに基づいて筆者作成（詳細は巻末の参考資料リストを参照）。 
 
                                                   
71 織研新聞社編 (2003), 『日中共生新時代－中国ファッションビジネス最前線－』, 織研新聞社, 85頁。 









 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 
ZARA 0 7 12 23 60 71 101 138 152 
GAP 0 0 0 0 0 4 13 36 81 
UNIQLO 8 7 9 13 33 54 74 132 206 













                                                   
72 柳井正 (2009),『成功は一日で捨て去れ』, 新潮文庫, 37頁。 
73 同上, 38頁。 
































  2006年 2007年 2008年 2009年 2010年 2011年 2012年 
 
雅戈爾 
売上高 2,463,959 4,665,286 5,930,204 5,526,607 6,038,501 3,812,340 4,083,164 
店舗数 － 1,624 1,808 1,922 2,145 2,302 2,719 
 
美特斯邦威 
売上高 1,979,477 3,049,216 4,170,218 5,207,511 7,496,573 9,906,852 9,457,094 
店舗数 1,441 2,106 2,211 2,450 3,659 4,793 5,220 
 
李寧 
売上高 3,180,543 4,348,747 6,690,073 8,386,910 9,478,527 8,928,526 6,738,911 
店舗数 4,333 5,233 6,245 7,249 7,915 8,255 6,434 
 
捜於特 
売上高 － 113,337 256,129 378,769 632,880 1,099,608 1,609,459 
店舗数 － 158 391 689 1,166 1,521 1,784 
 
探路者 
売上高 72,648 119,168 212,016 293,553 434,057 753,703  1,105,531 









































べての地域でトップを占めた。具体的には，西南地域 25.3％，中南地域 14.96%，華東地域 16.92%，
西北地域 12.4%，東北地域 14.82%，華北地域 10.31%であった78。 
また，これまでの内資系アパレル企業は優れた立地への出店を優先し，店舗面積に対して特に
制限を設けなかった。成長期に入ると，内資系アパレル企業は，全国の为要都市で比較的大規模
                                                   
75 李雪 (2014),『中国消費財メーカーの成長戦略』, 文眞堂, 76頁。 
76 江彦 (2006),「品牌戦略下的 e方略訪雅戈爾集団股份有限公司副総経理, CIO韓永生」,『中国製造業信息化』, 36-37
頁。 
77 薛氷 (2006),「全国重点大型零售商場 10月銷售排行 男西装」,『監督与選択』, 第 1号, 41頁。 
78 同上, 41頁。 























                                                   
79 蘇益波 (2010),『雅戈爾非凡崛起』, 浙江人民出版社, 51頁。 
80 松林 (2010),『服飾之王周成建－从小裁縫到百億富翁的伝奇－』, 華中科学大学出版社, 250頁。 
81 申申・張彦山 (2009),「大店的秘密」,『紡織服装週刊』, 第 3号, 54頁。 
82 同上, 54頁。 
83 同上, 55頁。 
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87 李雪 (2014),『中国消費財メーカーの成長戦略』, 文眞堂, 91頁。 





















2007年 オーストラリアのAWIと共同で，「Meino Cool」というウール 100％生地を開発。 
出所：李雪 (2014),『中国消費財メーカーの成長戦略』, 文眞堂, 94-95頁, 「AWI顚覆伝統概念推出羊毛新品」,『中
国紡織報』, 2008年 11月 3日の記事に基づいて筆者作成。 
                                                   
88 劉萍・劉嘉 (2009),「雅戈爾漢麻引領 “新繊維革命”」,『紡織服装週刊』, 第 12号, 56頁。 
89 同上, 56頁。 
90 同上, 56頁。 
91 「雅戈爾与解放軍総後勤部成功開発新一代繊維，“漢麻” 開啓服装服飾原料革命」,『寧波日報』, 2009年 3月 28
日の記事。 
92 李雪 (2014),『中国消費財メーカーの成長戦略』, 文眞堂, 92頁。 




















パレル大手企業Kellwoodが保有する Smartと新馬の 2つの事業の株式を 100％取得した96。これ
により，雅戈爾の年間生産規模は 8,000万枚に達し，世界最大のアパレル製造企業となった97。ま
                                                   
93 新田都志子 (2008),「SPAのビジネス・システム革新 II－ユニクロとZARAを事例として－」,『経営論集』, 第
18巻, 第 1号, 76頁。 
94 楊明斐・呉海寧・張宇氷 (2012),「鞋服企業的需求鏈管理模式－基於森馬和百麗的分析－」,『経営与管理』, 第
3号, 94頁。 
95 李雪 (2014),『中国消費財メーカーの成長戦略』, 文眞堂, 93頁。 
96 同上, 92頁。 
97 同上, 92頁。 






  2005年 2008年 2009年 2010年 2011年  
 数量 31 31 27 26 48  
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112 具体的に述べると，特定地域におけるアパレル製造業者の大量集中という産業集積の視点から製造段階に注目
する研究（楊・富澤 2006; 方 2011），衣料品流通において，重要な役割を担っているアパレル専業市場を分析





















                                                                                                                                                     
対象とする卸売段階の研究（陸・徐 2011; 于 2008），国民の生活状況の変化に伴う衣料品の購買意識の変化に





















その発展特徴を歴史的に記述する研究群である（e.g. Qing and Harris 1990; 胡 2003; 李 2003; 
祁・劉 2003; Wang, Li and Liu 2008; Wang, Zhu and Terry 2008; Uncles 2010）。もう 1つは，中国小売
業が「なぜ」発展を遂げてきたのかについて，小売技術移転研究との関連で説明する研究群であ
る（e.g. Lo, Yau and Li 1986; Blois 1989; Goldman and Qin 1998; Goldman 2000; Lo, Lau and Lin 2001; 





                                                   

















特に中央政府が实施した流通政策の役割を強調している（e.g. Qing and Harris 1990; 胡 2003; Wang, 








変化が生じた（Qing and Harris 1990）。 
政府による企業への経営干渉の減尐と同時に，大規模な国有小売企業における業務効率を高め
るために，中央政府は外資小売企業からコンセプト，システム，立地選択，陳列方法，調達技術
などの革新的な小売技術の導入を内資系小売企業に呼び掛けた（Qing and Harris 1990）。しかし，
内資系小売企業は中央政府の呼び掛けに関心を示していなかった。その理由は次の通りである。 
まず 1980 年代に，商品供給不足のため，革新的小売技術の導入よりも，商品在庫の確保のほ
うが多くの内資系小売企業の課題になった（Wang, Li and Liu 2008）。また当時，小売業を含む流
                                                   
118 柯麗華 (2007), 『現代中国の小売業』, 創成社, 9頁。 
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立たされた（胡 2003; Wang, Li and Liu 2008）。そのため多くの内資系小売企業は，企業間の買収・






















と考えられる（Goldman 1974, 1981; Lo, Yau and Li 1986）。そのため，発展途上国における小売業

























                                                   
119 Outreach of Consumersを消費者の接近可能距離も訳す既存研究もある（e.g. 白石・鳥羽 2001）。 
120 青木均 (2008), 『小売業態の国際移転の研究－国際移転に伴う小売業態の変容－』, 成文堂, 48頁。 





































出所：Goldman, A. (1974), “Outreach of Consumers and the Modernization of Urban Food Retailing in Developing Countries,” 
Journal of Marketing, Vol. 38, No. 4, p. 8-16, Goldman, A. (1981), “Transfer of a Retailing Technology into the Less Developed 
Countries: The Supermarket Case,” Journal of Retailing, Vol. 57, No. 2, p. 5-29, 青木均 (2008), 『小売業態の国際移転の研
究－国際移転に伴う小売業態の変容－』, 成文堂, 46-49頁に基づいて筆者作成。 
 
Goldman（1974, 1981）の議論をまとめると次の通りである。新しい小売技術は発展途上国に移

































































































Qing and Harris（1990） 促進要因：流通体制の改革 
胡（2003） 促進要因：流通市場の対外開放 
Wang, Li and Liu（2008） 促進要因：経済の成長，国民所得の増加，流通規制の緩和 
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的に想定されてきた（Cundiff 1965; Goldman et al. 1999; Shaw et al. 2004）。そこでは，伝統的な小



















の小売企業であることを想定している（Lo, Yau and Li 1986; Goldman 2001）。このような暗黙の仮
定のもとで，地元の小売企業が小売技術移転の不完全性を克服するために，移転された小売技術
に改良・修正を加えても，それは新たな技術や費用構造を伴う意味での革新ではなく，品質が务
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性が大きいという批判がなされることもある（e.g. Merton 1968; Eisenhardt 1989; Yin 1994; 鹿又・
長谷川・野宮 2001; George and Bennett 2005; Gibbert et al. 2008）。事例研究に対するこのような方
法論的批判を克服し，本研究成果の妥当性と信頼性を確保するために，各章の实証研究に入る前
に，本章では本研究における分析計画について若干の説明を行う。 
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はないという批判がなされることもある（King et al. 1994）。なぜなら，単一の事例研究では，現
象の発生原因をどんなに議論しても，その原因がない場合に出来事は起こらないという事实を観
察することができない，つまり因果関係の推論が難しいためである（King et al. 1994; 久米 2013）。 
このような問題点を解決するために，King et al.（1994）は対象事例の分析単位を引き下げ，観
察数を増やすことを提案した121。たとえば，社会政策の起源に関する仮説を検証するために，国





される（Yin 1994; Gerring 2006）。そのため本研究では，この方法を用いることは適切と考えられ
る。  
                                                   
121 もう 1つの解決策は，抽象的概念の導入である。King et al.（1994）によれば，フランス革命を抽象的概念であ
る「社会革命」における１つの事例と位置づけることにより，ほかの国の革命と並んで，フランス革命を分析
することができる。つまり分析を抽象的レベルに引き上げることによって，観察数を増やすことができる。 























（Eisenhardt 1989; King et al. 1994; Yin 1994; George and Bennett 2005）。このような事例研究の欠点
を補うために，分析手法として本研究では，Ragin（1987; 2000; 2008a）が開発した質的比較分析
                                                   
122 第 6章では消費者データを取り扱うため，Baumgartner and Homburg（1996）の議論を参考とし，共分散構造分
析により分析を行った。ただしより多くの知見を得るために，第 6章では質的比較分析を用いて，同じ初期デ
ータを改めて分析した。 
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（Qualitative Comparative Analysis: QCA）を用いる。 
質的比較分析とは，集合論に依拠した数学的な演算法や，体系的で標準化された縮約のアルゴ
リズムに基づいて，事例比較から因果関係を推論する研究手法である（Ragin 1987; Schneider and 












                                                   
123 質的比較分析は，事例指向と変数指向の両方のアプローチにおける特有の強みを統合するための「統合戦略」








の場合，成員スコアは 1か 0のいずれかである。ファイジ集合の場合，成員スコアは 0と 1の間の数値を取る。 
127 整合度と被覆度の概念について，詳しくは付表 6を参照。 
128 必要性と十分性に基づく原因条件（またはその組み合わせ）を評価するという点では，Millの「カノン」と同
じように決定論的な認識を前提とする。 
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果関係を推論するため，尐数の事例であっても効果的に適用できる利点もある（Rihoux and Ragin 
2009）。また近年では，質的比較分析は「小規模・中規模の事例数」だけではなく，「大規模の事
例」に対して適用されはじめている（Rihoux and Ragin 2009）。 
第 2は，因果関係の複雑性である。社会的事象を考察しようとする場合に，避けられないこと
は因果関係の複雑性の問題である131。具体的に述べると，まず個別の原因が単独で「現象」を生
































実観的に処理できるため，研究者の恣意的操作が入り込む余地がなくなる（Rihoux and Ragin 2009; 
                                                   
132 田村（2015）によると，統計分析は因果複雑性の世界を取り扱うのが不得手であり，また対数線形モデルなど
によって，変数間の相互作用を分析しようとすれば，変数の数が尐数でも大量のデータを必要とする。 









できる」といった特徴をもつため（鹿又・長谷川・野宮 2001; Rihoux and Ragin 2009），それを本
研究の为要な分析手法として用いることは適切と考えられる。 
 














たのかという第 2の研究課題について，第 5章（財務的成果）と第 6章（非財務的成果）で，小
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133 近藤公彦 (1998),「小売商業形態論の課題－業態変動のミクロ基礎－」,『流通研究』, 第 1巻, 第 2号, 51頁。 






































Kotler and Armstrong（2001） 小売形態は小売店が提供するサービスの量，製品ラインの幅と深さ，相対価格，組織
などの特徴によって分類することができる（和田充夫監訳 2003）。 














                                                   
134 小売業態論に関するレビュー論文としては，白石（1976），向山（1985, 1986），Brown（1987），兼村（1993），
小川（1993）などが挙げられる。 
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小売形態変化の規定要因説（McNair and May 
1976） 
出所：Brown, S. (1987), “Institutional Change in Retailing: A Review and Synthesis,” European Journal of Marketing, Vol. 21, 



























































後押した結果であった（Goldman 2000; Lo, Lau and Li 2001; 柯 2007）。 
以上の環境要因のみではなく，経営者要因も小売業態革新の規定要因であることが既存研究に
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第 1に，消費者要因に関して，第 2節で述べたように，McNair and May（1976）は，消費者の
所得水準，購買力などの生活状況の変化に伴う消費者の商品やサービスに対する考え方，感覚，
購買行動といった側面における変化と定義した。さらに中国小売業の発展に関する研究は，
McNair and May（1976）とほぼ同じ意味で消費者要因を捉えている（e.g. Lo, Yau and Li 1986; Blois 














第 3に，技術要因に関して，第 2節で述べたように，McNair and May（1976）は，供給側面に
関わる技術と消費者側面に関わる技術の進歩が小売業態革新に不可欠と指摘した。さらに中国小
売業の発展に関する研究は，McNair and May（1976）とほぼ同じ意味で技術要因を捉えている（e.g. 
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政府が果たす役割は既存研究によって指摘されている（e.g. Goldman 2000; 胡 2003; Lo, Lau and 







があると既存研究によって指摘されている（e.g. McNair and May 1976; Tedlow 1990）。本章では，










原因条件 定義 理論的背景 
消費者要因 流行トレンドに対する消費者の考え方，感
覚，購買行動の変化。 
McNair and May（1976），Lo, Yau and Li （1986），Blois
（1989），Goldman（2000），Lo, Lau and Lin（2001） 




McNair and May（1976），Lo, Yau and Li（1986），Blois

















第 4節 实証分析 
 
 単一の事例研究における因果推論の問題点135を克服するために，筆者はKing et al.（1994）の議
論を参考とし，対象事例の分析単位を引き下げ，観察数を増やすことにする。つまり本章は，ア
                                                   
135 詳しくは，第 3章「本研究の分析計画」を参照。 































名の 2名であった（付表 1）。インタビューの時間は，2回とも 1人約 1時間ずつであった。録音
禁止がインタビューの条件であったため，筆記方式で内容を記録した。記録の取り方について，
本章の分析はEisenhard（1989）が提示したルールに従い，得られたデータをすべて漏らさず，24
時間以内に詳細なインタビューノートを作成した。またインタビュー調査は，2 回（2011 年 10








































スを作成した（付表 3）。次に，Schneider and Wagemann（2012）の議論を参考とし，本章の分析
におけるコーディング・ルールを決めた（図表 4-5）138。最後に，2人のコーダー（マーケティン
                                                   
136 たとえば，Eisenhard（1989），Yin（1994）を参照。 
137 ファジィ集合を構築する方法は多数ある。Ragin（2008b）によると，「4値ファジィ集合（0, 0.33, 0.67, 1）」，「6
値ファジィ集合（0, 0.2, 0.4, 0.6, 0.8, 1）」，「連続ファジィ集合（0以上 1以下の任意の値）」の 3つの方法はよく
使われている。 
138 Schneider and Wagemann（2012）によると，質的比較分析におけるファジィ集合のコーディング・ルールは，次
の 2つのステップからなる。1つは，完全な成員スコア（＝1）と完全な非成員スコア（＝0）を定義することで










































なかった 19の原因条件の組み合わせパターンを排除した。最後に，Ragin（2008b）と Frambach et 
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al.（2016）の議論に基づいて，粗整合度と PRI整合度の閾値として，それぞれ 0.9と 0.75を設定
し，0.9と 0.75以上の粗整合度，PRI整合度をもつ原因条件の組み合わせ（9つ）の retail institution
列には 1を入力し，0.9と 0.75より小さい粗整合度，PRI整合度をもつ原因条件の組み合わせ（4

























1 0 1 0 1 4 1 1.000 1.000 
1 0 1 1 1 2 1 1.000 1.000 
1 0 1 1 0 2 1 1.000 1.000 
1 0 0 1 0 2 1 1.000 1.000 
1 0 0 0 0 2 0 0.000 0.000 
0 1 0 1 1 2 1 1.000 1.000 
1 1 1 1 1 1 1 1.000 1.000 
1 0 0 1 1 1 1 1.000 1.000 
1 0 0 0 1 1 0 0.000 0.000 
0 1 0 0 1 1 1 1.000 1.000 
0 0 1 1 1 1 1 1.000 1.000 
0 0 0 0 1 1 0 0.000 0.000 


























competition 0.312 0.042 1.000 
technology 0.687 0.250 0.971 
policy 0.688 0.167 1.000 





manager*competition 0.250 0.064 1.000 
policy*consumer 0.500 0.209 1.000 
manager*policy*technology 0.333 0.063 1.000 
manager*technology*consumer 0.479 0.188 1.000 





consumer*~competition*policy 0.376 0.209 1.000 
~consumer*competition*~technology*manager 0.126 0.084 1.000 
consumer*~competition*technology*manager 0.354 0.188 1.000 
~competition*technology*policy*manager 0.188 0.021 1.000 
解被覆度: 0.773  解整合度: 1.000 
注：記号“＊”は「および」，記号“~”は「原因条件の欠如」を意味する。 
 







competition + technology + policy → retail institution141 （4-1） 
 













 4.3.2 中間解 
 
中間解についていえば，結果としての業態革新（retail institution）を生み出す十分条件の解式は， 
                                                   
141 記号“+”は「あるいは」を意味する。 
142 質的比較分析では，このような代替的な因果経路は，等結果性と呼ばれる。 
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manager*competition + policy*consumer + manager*policy*technology + manager*technology*consumer 
→ retail institution143 （4-2） 
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consumer*~competition*policy + ~consumer*competition*~technology*manager + 
consumer*~competition *technology*manager + ~competition*technology*policy*manager + 
consumer*technology*policy*manager → retail institution （4-3） 
 













































                                                   
144 解選択の指針について，Schneider and Wagemann（2010），および田村（2015）の議論を参照。 
145 論理残余とは，原因条件構成が論理的に可能であるが，十分な事例データがない真理表行のことである（田村 
2015）。 
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あった（Goldman 2001; Levy et al. 2005; 田村 2008）。第 2に，小売業態論で想定される社会的新
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2.1  小売業態論における格上げ・格下げ 
 
 小売業態論では，革新によって生成した小売業態が生成後にどのような変化をするのかについ
て，競争過程で生じた格上げ・格下げの現象として捉えられている（McNair 1958; Hollander 1960; 
















                                                   
147 たとえば，Hollander（1960）によれば，価格競争による競争相手からの報復を避けるために，小売業者は格上
げを行う。 
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の両方を考慮する必要があると，既存研究によって指摘されている（Goldman 2001; Dawson and 
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既存研究によって指摘されている（田村 2008; Hristov and Reynolds 2015）。 
 
 
第 5章 中国アパレル専門店のフォーマット革新の成果の規定要因 I－企業の視点を踏まえて－ 
 110  
 































第 5章 中国アパレル専門店のフォーマット革新の成果の規定要因 I－企業の視点を踏まえて－ 




 本項では，図表 5-2の分析枠組を基に，原因条件と結果条件の定義を行う。 
第 1に，小売ミックスは，小売企業が行うマーケティング意思決定の中で，最も重要な部分で
あると，既存研究によって指摘されている（Lazer and Kelley 1961; Kotler and Keller 2007; Levy and 







る手段として，その役割が既存研究によって明らかにされている（Brown et al. 2005; 田村 2008; 
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上 2009; Hristov and Reynolds 2015） 
 
図表 5-3：本章における原因条件・結果条件の定義 








Lazer and Kelley（1961; 1967）， 
Kotler and Keller（2007）， 







（2008），Grewal et al.（2009） 
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図表 5-3：本章における原因条件・結果条件の定義（つづき） 




























  本章の分析では，Tether（2002），Galendea and Manuel de la Fuente（2003），Ganter and Hecker（2014）
の研究を参考とし，文書・資料記録（二次データ）を活用した。過去の事象を経時的に扱う場合，
文書・資料記録などの二次資料の活用は不可欠である（Eisenhardt 1989; Yin 1994）。ただし，二次
資料が特定の目的のために収集されたものであるため，それを直接利用できない可能性はある
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て 1を設定し，観察されなかった 9つの原因条件の組み合わせパターンを排除した。最後に，Ragin
（2008b）と Frambach et al.（2016）の議論に基づいて，粗整合度と PRI整合度の閾値として，そ
























1 1 1 0 5 1 0.943 0.800 
1 1 0 0 3 0 0.808 0.000 
0 0 0 0 3 0 0.830 0.333 
1 1 1 1 1 1 1.000 1.000 
1 0 1 0 1 0 0.914 0.000 
1 0 0 0 1 0 0.921 0.000 
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解式 論理式 粗被覆度 固有被覆度 整合度 
簡略 
解 
supply chain*operation 0.857 0.857 0.899 
解被覆度: 0.857  解整合度: 0.899 
中間 
解 
operation*supply chain*retail mix 0.857 0.857 0.946 
解被覆度: 0.857  解整合度: 0.946 
複雑 
解 
retail mix*supply chain*operation 0.857 0.857 0.946 
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148 中間解と複雑解の解式は同じであるため，本項ではその結果を 1つにまとめて示す。このような結果は，田村
（2015）の中にも示されている。 
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149 松林 (2010),『服飾之王周成建－从小裁縫到百億富翁的伝奇－』, 華中科学大学出版社, 23頁。 
150 同上, 214頁。 
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Van de Ven 1986; Tidd et al. 2001）。 
消費者選好に直接影響するフロント・システムの革新に関しては，短期間のうちに模倣されや
                                                   
151 本章では，革新の非財務的成果である消費者満足を考察するため，消費者の目に触れることのないバック・シ
ステムは分析対象から除外された。 
152 質的比較分析を行う目的は，共分散構造分析から得られた知見を再吟味するためである。Rihoux and Ragin（2009）
によれば，近年の非常に多くの研究，特に中規模の事例と大規模の事例の研究では，統計分析と質的比較分析
の両方により，同じ初期データを分析し，双方の結論を比較しているという。 
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153 ICT技術は，情報通信技術（Information and Communication Technology）の略語である。ICT技術は，広範な意味
をもつ言葉であるが，本章で ICT技術とは，スマートフォンに応用した ICT技術のことであり，具体的には，
ソーシャル・メディアやモバイル決済などを指す。 
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全体として小売ミックスと呼ばれる（Lazer and Kelley 1961; Pan and Zinkhan 2006; Levy and Weitz 
2008）。 





ス，物的流通ミックス（流通経路と物的流通）の 3つのサブ・ミックスからなる（Lazer and Kelley 
1961）。 
小売ミックスに関する初期段階の研究では，それはマーケティング・ミックスの概念と同じよ




研究が現れてきた（e.g. Dupuis and Dawson 1999; Kotler and Keller 2007; Levy and Weitz 2008; 田村
                                                   
154 Lazer, W. and E. J. Kelly (1961), “The Retailing Mix: Planning and Management,” Journal of Retailing, Vol. 37, No. 1, pp. 
34-41, 片岡一郎・村田昭治・貝瀬勝共訳 (1969),『マネジリアル・マーケティング (下) 』, 丸善, 479頁。 
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2008）。このような作業の背景は，店舗間における品揃えの同質化の時代に，小売ミックスの諸要













小売企業の経営成果に多大な正の影響を与えると考えられる（Lazer and Kelly 1961; Sorescu et al. 
2011）。特に近年では，より便利に買物ができる「効率性」の側面だけではなく，より楽しく買物
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荷役と貯蔵，コミュニケーションといったロジスティクス機能を遂行する（Granzin and Bahn 1989; 
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その代わり消費者は，時間的・金銭的・肉体的・精神的なコストを負担する必要があるため，そ
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足の増加に関連する（Lazer and Kelly 1961; Sorescu et al. 2011; Hristov and Reynolds 2015）。また
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 本項では，図表 6-2の概念モデルを基に，各構成概念の定義と観測変数の設定を行う。 
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第 2に，立地は小売ミックスにおいて，重要な意思決定の変数として見なされる（Bucklin 1978; 
Levy and Weitz 2008）。なぜなら，小売業者は立地の便利さによって，移動に費やす消費者努力が
減尐されるからである（Bucklin 1978; Gehrt 2007）。しかし，ほかの諸要素に比べて，立地条件は
一定期間にわたって不変であると考えられる（Granzin and Bahn 1989）。そのため，消費者の立地
の知覚便利性をどのように向上させるかは，店舗を基盤にして販売活動を展開する小売業者にと







顧実と積極的にコミュニケーションを行う（Rossiter and Percy 1997）。コミュニケーションに関し
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図表 6-3：観測変数と質問項目（つづき） 















第 4節 实証分析 
  
 本節では，第 3節で設定した概念モデルに基づいて，实証分析を行う。具体的には，まず調査











                                                   
155 たとえば，『中国服装行業発展報告』などが挙げられる。 
156 詳細は，巻末のあとがきを参照。 
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 今回の調査实施の詳細については，以下の図表 6-4に示される通りである。 
 
図表 6-4：調査实施の詳細 
 实施期間 2015年 11月 25日－2015年 12月 10日  
 調査対象 過去 3か月，熱風（HOTWIND）店舗において，衣料
関連製品を購買した経験がある消費者 
 
 回収結果 総回答数：364 件（有効回答数 210 件，有効回答率 
57.6%） 
 
                                                   
157 同上。 
158 調査結果の有効性を判断するために，アンケート項目の最初に，「過去 3ヵ月の来店回数」，「熱風で過去 3ヵ月
の買物金額」という質問項目を追加した。 
159 質問項目の詳細について，付録を参照。 
160 マーケティング研究におけるインターネット調査の有効性と課題については，Ilieva et al.（2002）の研究を参照。 
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4.2 实証分析 I 
 
 本項では，仮説を検証するために，实証分析 I を行う。具体的には，まず分析の流れを説明し，
次に分析結果を提示する。 
 




散構造分析を用いた。なお分析はAMOS Version 24.0によって行われた。 
図表 6-5は，小売ミックスの 4つの次元に関する構成概念と観測変数のパス，および予想され
る符号を示したものである。小売ミックスにおける諸要素間の相互作用が想定されるため（Dupuis 
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図表 6-6：各構成概念の観測変数，クロンバックの α係数，AVE 











































いといわれる（Nunnally 1978; Bagozzi and Heatherton 1994）。实証分析 I のクロンバックの α係数
はすべての構成概念において，0.7 以上となっている（図表 6-6）。そのため，本章における各構
成概念の内的整合性があり，信頼性は高いといえる。 
 次に，収束妥当性に関して，Fornell and Larcker（1981）によれば，AVEが 0.5以上の場合，そ
の構成概念の収束妥当は高いという。实証分析 I では，すべての構成概念の AVE が基準値を上
回るため，实証分析 I における構成概念は収束妥当性を備えていると判断できる。 
最後に，弁別妥当性に関して，因子間相関係数の平方と AVE を比較して，AVEのほうが大き
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図表 6-7：構成概念間の相関係数とその平方 
構成概念 相関係数 相関係数の平方 
貯蔵<--> 立地  0.545 0.297 
立地 <--> コミュニケーション  0.618 0.381 
貯蔵<--> コミュニケーション  0.402 0.161 
コミュニケーション <--> 支払  0.434 0.188 
立地 <--> 支払  0.468 0.219 
貯蔵<--> 支払  0.489 0.239 
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図表 6-9：モデルの適合度 
 X2値 160.929 
（df=80 P<0.0001） 
 
 X2/df 2.012  
 GFI 0.904  
 AGFI 0.855  
 AIC 240.929  
 RMR 0.036  
















H4：支払から消費者満足への標準化係数は 0.134（10％水準で有意）であり，仮説 4 は支持さ
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实証分析 I の結果をまとめると，図表 6-10の通りとなる。 
 
図表 6-10：实証分析Ⅰの分析結果のまとめ 
 貯蔵 0.176 b  
 立地 0.513 a  
 コミュニケーション 0.097  
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合を援用した。なお第 4章，第 5章と同じように，实証分析Ⅱも fs/QCA Version 2.0によって行わ
れた。作業手順は次のステップの通りである。 














組み合わせパターンを排除した。最後に，Ragin（2008b）と Frambach et al.（2016）の議論に基づ
いて，粗整合度と PRI整合度の閾値として，それぞれ 0.9と 0.75を設定し，0.9と 0.75以上の粗
整合度，PRI整合度をもつ原因条件の組み合わせ（3つ）の satisfaction列には 1を入力し，0.9と
0.75より小さい粗整合度，PRI整合度をもつ原因条件の組み合わせ（2つ）の satisfaction列には 0
を入力した。この 3つの作業後，作成された真理表は図表 6-11の通りである。 
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1 1 1 1 131 1 0.975 0.966 
1 1 0 1 7 1 0.988 0.962 
0 1 1 1 4 1 0.994 0.980 
1 1 0 0 2 0 0.956 0.742 
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図表 6-12：实証分析Ⅱの分析結果（真理表解） 




location 0.946 0.946 0.936 




location*communication*payment 0.865 0.047 0.961 
location*payment*inventory 0.877 0.059 0.965 




inventory*payment*location 0.877 0.059 0.965 
payment*communication*location 0.865 0.047 0.961 
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まず，实証分析 I の結果を踏まえ，仮説 1，仮説 2，仮説 4の考察を行う。次に，实証分析Ⅱに
導かれた中間解・複雑解の結果を照らし合わせ，仮説 3の考察を行う。 
第 1に，仮説 1の考察を行う。分析結果において，貯蔵の革新から消費者満足への標準化係数
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 第 3に，仮説 4の考察を行う。分析結果において，支払手段の革新から消費者満足への標準化
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第 5節 おわりに 
 
 本章では，中国アパレル専門店のフォーマット革新の成果が，消費者満足の視点との関連で明
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163 神谷渉 (2013), 「中国における内資系小売企業の発展戦略: 聯華超市・永輝超市の事例を中心に」, 渡辺達朗・
公益財団法人流通経済研究所編, 『中国流通のダイナミズム－内需拡大期における内資系企業と外資系企業の競
争－』, 白桃書房, 79頁。 
164 『証券時報』, 2010年 12月 17日の記事。 
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れることもある（Brown 1990; Arnould 2005; 小川 2000; 高嶋 2007）。たとえばArnould（2005）
は，小売業革新研究への消費者文化理論（Consumer Culture Theory）の援用の可能性を議論した。
また近年急速に研究が進んでいる，破壊的イノベーション理論との関係を考えたケースもある
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分析対象としてどのような事例を選択するかは慎重に考えなければならない。このことに関し，
本研究では，事例研究の方法論に基づいて代表的事例を選択すること（Mitchell 1983; Orum et al. 
1991; Yin 1994; 沼上 1995），事例が置かれた文脈を考慮すること（Dyer and Wilkins 1991; 渋谷 
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165 たとえば，2013年に創業したBingo Boxは，2016年 8月に広東省の中山市において中国最初の無人型の小売店
をオープンし，現在では，上海などの大都市において，8店舗を保有している（「無人便利店繽果盒子A輪融資
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付表 1：第 4章のインタビュー調査のリスト 
期間 氏名 役職 
2011年 10月23－24日 趙明霞 中国紡績工業協会産業部中国紡績経済研究中心行業分析師 
2016年 3月 26－27日 孫淮濱 中国紡績工業協会産業部中国紡績経済研究中心为任 
 
付表 2：第 4章の分析事例の概要 










































































付表 2：第 4章の分析事例の概要（つづき） 
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産規模はすでに年間 2000万着に達し，そのうちの 95％は日本などに輸出した。また 1996年，茉
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① 1 0 0.67 1 0.33 1 
② 1 0.33 1 1 1 1 
③ 1 0 0 1 0 1 
④ 0.33 1 0.33 1 0.67 1 
⑤ 1 0 1 1 0 1 
⑥ 0.67 0.33 1 1 1 1 
⑦ 1 1 0.67 1 1 1 
⑧ 0.33 1 0.33 0 0.67 1 
⑨ 0.67 0 1 0 1 1 
⑩ 0.67 0 0.33 1 1 1 
⑪ 0.67 0 1 0 1 1 
⑫ 0.67 0 0.33 1 0.33 1 
⑬ 1 0 1 0 1 1 
⑭ 0.33 0.33 1 1 1 1 
⑮ 0.67 0 1 0 1 1 
⑯ 0.33 1 0.33 1 0.67 1 
⑰ 1 0 0 0 1 0 
⑱ 0 0 0.33 0 1 0 
⑲ 0.67 0 0 0 0.33 0 
⑳ 0 0 0 0 0.33 0 
















付表 5：第 4章の真理表のスプレッドシート（不完備な真理表） 





















1 0 1 0 1 4 1 1.000 1.000 
1 0 1 1 1 2 1 1.000 1.000 
1 0 1 1 0 2 1 1.000 1.000 
1 0 0 1 0 2 1 1.000 1.000 
1 0 0 0 0 2 0 0.000 0.000 
0 1 0 1 1 2 1 1.000 1.000 
1 1 1 1 1 1 1 1.000 1.000 
1 0 0 1 1 1 1 1.000 1.000 
1 0 0 0 1 1 0 0.000 0.000 
0 1 0 0 1 1 1 1.000 1.000 
0 0 1 1 1 1 1 1.000 1.000 
0 0 0 0 1 1 0 0.000 0.000 
0 0 0 0 0 1 0 0.000 0.000 
1 1 1 1 0 0    
1 1 1 0 1 0    
1 1 1 0 0 0    
1 1 0 1 1 0    
1 1 0 1 0 0    
1 1 0 0 1 0    
1 1 0 0 0 0    
1 0 1 0 0 0    
0 1 1 1 1 0    
0 1 1 1 0 0    
0 1 1 0 1 0    
0 1 1 0 0 0    
0 1 0 1 0 0    
0 1 0 0 0 0    
0 0 1 1 0 0    





付表 5：第 4章の真理表のスプレッドシート（不完備な真理表）（つづき） 





















0 0 1 0 0 0    
0 0 0 1 1 0    
0 0 0 1 0 0    


























出所：Ragin, C. C. (2008b), User's Guide To Fuzzy-Set / Qualitative Comparative Analysis, 森大輔訳(2010), 「Fuzzy-Set / Qualitative 








































付表 8：第 5章の分析事例の概要 

















































































































「5S店舗管理標準」を導入。 － － － 0.67 


















































組織文化 － － 企業の価値観を従業員に理解さ
せるために，社内において定期的
にスポーツ大会を開催。 
－ － － 0.33 

























































組織文化 － － － 消費者志向を従業員に理解させ
るために，本部において，定期的
にセミナーを開催。 
－ － 0.33 










2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 
④ 小売ミックス － － － 实店舗がない地域の消費者に対
応するために，ネット販売をスタ
ート。 













－ － 0.33 
組織文化 － － － 企業文化を従業員に浸透させる
ために，「紅豆弟子規」を作成。 
－ － 0.33 






































－ － 0.33 
組織文化 － － － － － － 0 















































－ － － － 0.33 

















































－ － 0.67 
組織文化 － － － － － － 0 






































































2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 










－ － － － 0.33 
組織文化 － － － － － － 0 

















































－ － 0.67 




－ － － 0.33 










2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 


















－ － － － 0.33 








－ － 0.33 
組織文化 － － － － － － 0 












































































































































2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 
⑭ 小売ミックス － － － 若者向けの「BSG」ブランドを追
加。 








－ － 0.33 
店頭業務遂行技術 － － － － － － 0 
組織文化 － － － － － － 0 









































－ － － － 0.33 
組織文化 － － － － － － 0 

























① 0.67 1 0.67 0.33 0.33 
② 1 0.67 0.33 0.33 0.33 
③ 0.67 1 1 0.33 0.67 
④ 0.33 0.33 0.33 0.33 0.67 
⑤ 0.33 0.67 0.33 0 0.33 
⑥ 0.67 0.67 0.33 0.33 0.33 
⑦ 1 0.33 0.67 0 0.33 
⑧ 1 1 0.67 0.33 0.67 
⑨ 0.33 0 0.33 0 0.33 
⑩ 0.67 0.67 0.67 0.33 0.67 
⑪ 0.67 0.33 0.33 0 0.33 
⑫ 1 0.67 0.67 0.33 0.67 
⑬ 0.67 0.67 0.67 0.67 0.67 
⑭ 0.33 0.33 0 0 0.33 




















付表 11：第 5章の真理表のスプレッドシート（不完備な真理表） 



















1 1 1 0 5  0.943 0.800 
1 1 0 0 3  0.808 0.000 
0 0 0 0 3  0.830 0.333 
1 1 1 1 1  1.000 1.000 
1 0 1 0 1  0.914 0.000 
1 0 0 0 1  0.921 0.000 
0 1 0 0 1  0.897 0.000 
1 1 0 1     
1 0 1 1     
1 0 0 1     
0 1 1 1     
0 1 1 0     
0 1 0 1     
0 0 1 1     
0 0 1 0     
0 0 0 1     






























































































1 0.05 0.95 0.88 0.95 0.95 32 0.62 0.82 0.82 0.82 0.82 
2 0.18 0.5 0.5 0.5 0.5 33 0.62 0.88 0.82 0.88 0.73 
3 0.18 0.92 0.88 0.73 0.92 34 0.62 0.92 0.73 0.82 0.82 
4 0.18 0.95 0.5 0.73 0.82 35 0.62 0.95 0.5 0.73 0.73 
5 0.27 0.5 0.5 0.5 0.5 36 0.62 0.95 0.5 0.62 0.5 
6 0.38 0.92 0.95 0.95 0.88 37 0.73 0.62 0.82 0.82 0.5 
7 0.38 0.95 0.82 0.92 0.5 38 0.73 0.82 0.82 0.82 0.82 
8 0.62 0.95 0.73 0.95 0.95 39 0.73 0.92 0.82 0.82 0.82 
9 0.27 0.88 0.08 0.5 0.5 40 0.73 0.95 0.73 0.62 0.73 
10 0.38 0.38 0.27 0.18 0.62 41 0.82 0.73 0.5 0.92 0.73 
11 0.5 0.5 0.38 0.18 0.18 42 0.82 0.95 0.95 0.95 0.95 
12 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 43 0.73 0.73 0.95 0.5 0.5 
13 0.5 0.5 0.82 0.82 0.73 44 0.88 0.95 0.73 0.73 0.5 
14 0.5 0.5 0.95 0.95 0.95 45 0.88 0.95 0.95 0.95 0.5 
15 0.5 0.73 0.62 0.62 0.5 46 0.88 0.95 0.95 0.95 0.95 
16 0.5 0.82 0.62 0.18 0.27 47 0.5 0.82 0.73 0.62 0.38 
17 0.5 0.82 0.62 0.5 0.5 48 0.5 0.92 0.73 0.95 0.82 
18 0.5 0.88 0.73 0.5 0.5 49 0.5 0.95 0.95 0.82 0.62 
19 0.5 0.88 0.82 0.82 0.5 50 0.62 0.62 0.5 0.5 0.5 
20 0.5 0.92 0.62 0.73 0.5 51 0.62 0.82 0.82 0.82 0.92 
21 0.5 0.92 0.82 0.82 0.82 52 0.62 0.62 0.95 0.88 0.5 
22 0.5 0.95 0.62 0.73 0.5 53 0.62 0.92 0.88 0.92 0.95 
23 0.5 0.95 0.82 0.88 0.73 54 0.62 0.95 0.5 0.5 0.82 
24 0.5 0.95 0.82 0.95 0.82 55 0.62 0.95 0.62 0.5 0.62 
25 0.5 0.95 0.73 0.5 0.5 56 0.62 0.95 0.62 0.62 0.82 
26 0.5 0.95 0.88 0.82 0.82 57 0.62 0.95 0.92 0.95 0.82 
27 0.5 0.95 0.95 0.5 0.73 58 0.73 0.5 0.5 0.73 0.5 
28 0.73 0.5 0.5 0.5 0.5 59 0.73 0.73 0.73 0.82 0.62 
29 0.5 0.95 0.62 0.27 0.82 60 0.73 0.88 0.82 0.62 0.82 
30 0.5 0.95 0.95 0.82 0.73 61 0.73 0.73 0.5 0.73 0.62 

































63 0.62 0.92 0.5 0.73 0.82 94 0.88 0.95 0.82 0.95 0.95 
64 0.73 0.5 0.82 0.5 0.73 95 0.88 0.95 0.95 0.95 0.92 
65 0.73 0.62 0.5 0.38 0.38 96 0.92 0.73 0.92 0.92 0.95 
66 0.73 0.73 0.73 0.62 0.73 97 0.92 0.95 0.38 0.62 0.73 
67 0.73 0.73 0.88 0.82 0.73 98 0.92 0.95 0.95 0.95 0.92 
68 0.73 0.82 0.82 0.82 0.82 99 0.92 0.95 0.95 0.95 0.95 
69 0.73 0.92 0.5 0.88 0.82 100 0.92 0.95 0.95 0.95 0.95 
70 0.73 0.95 0.5 0.73 0.82 101 0.92 0.95 0.95 0.95 0.95 
71 0.73 0.95 0.5 0.82 0.73 102 0.92 0.95 0.95 0.95 0.95 
72 0.73 0.95 0.82 0.82 0.95 103 0.5 0.95 0.95 0.95 0.95 
73 0.82 0.82 0.73 0.62 0.92 104 0.5 0.95 0.62 0.73 0.5 
74 0.82 0.82 0.82 0.82 0.62 105 0.62 0.82 0.82 0.95 0.92 
75 0.82 0.82 0.82 0.82 0.82 106 0.62 0.82 0.73 0.92 0.82 
76 0.82 0.82 0.82 0.82 0.82 107 0.5 0.95 0.5 0.5 0.62 
77 0.82 0.82 0.82 0.82 0.82 108 0.73 0.82 0.27 0.5 0.5 
78 0.82 0.88 0.88 0.73 0.88 109 0.73 0.82 0.82 0.82 0.73 
79 0.82 0.73 0.73 0.62 0.82 110 0.73 0.88 0.12 0.12 0.12 
80 0.82 0.95 0.73 0.88 0.82 111 0.73 0.95 0.62 0.73 0.88 
81 0.82 0.95 0.62 0.92 0.73 112 0.82 0.88 0.95 0.95 0.95 
82 0.82 0.95 0.82 0.82 0.88 113 0.82 0.92 0.82 0.88 0.82 
83 0.82 0.95 0.82 0.88 0.82 114 0.82 0.95 0.5 0.5 0.82 
84 0.82 0.95 0.92 0.82 0.92 115 0.88 0.82 0.82 0.95 0.95 
85 0.82 0.95 0.95 0.88 0.82 116 0.88 0.95 0.82 0.82 0.95 
86 0.82 0.95 0.95 0.95 0.92 117 0.88 0.95 0.95 0.95 0.95 
87 0.82 0.95 0.95 0.95 0.95 118 0.82 0.88 0.82 0.82 0.82 
88 0.88 0.92 0.92 0.82 0.88 119 0.82 0.88 0.92 0.95 0.95 
89 0.88 0.95 0.73 0.73 0.73 120 0.88 0.62 0.05 0.95 0.82 
90 0.88 0.95 0.92 0.5 0.5 121 0.88 0.88 0.73 0.88 0.82 
91 0.82 0.88 0.5 0.92 0.62 122 0.92 0.82 0.18 0.88 0.27 
92 0.88 0.88 0.92 0.92 0.92 123 0.92 0.95 0.5 0.95 0.95 

































125 0.92 0.95 0.95 0.62 0.82 156 0.95 0.95 0.5 0.5 0.5 
126 0.92 0.95 0.95 0.95 0.92 157 0.95 0.95 0.5 0.88 0.95 
127 0.88 0.73 0.5 0.82 0.82 158 0.95 0.95 0.5 0.95 0.5 
128 0.88 0.73 0.62 0.5 0.73 159 0.95 0.95 0.5 0.95 0.95 
129 0.88 0.82 0.92 0.88 0.95 160 0.95 0.95 0.88 0.92 0.92 
130 0.88 0.92 0.62 0.82 0.82 161 0.95 0.95 0.62 0.95 0.95 
131 0.88 0.88 0.12 0.27 0.5 162 0.95 0.95 0.73 0.5 0.5 
132 0.88 0.88 0.5 0.88 0.82 163 0.95 0.95 0.82 0.82 0.95 
133 0.88 0.88 0.5 0.88 0.95 164 0.95 0.95 0.82 0.92 0.95 
134 0.88 0.88 0.73 0.92 0.92 165 0.95 0.95 0.88 0.5 0.92 
135 0.88 0.92 0.82 0.95 0.95 166 0.95 0.95 0.88 0.95 0.95 
136 0.88 0.92 0.92 0.92 0.88 167 0.95 0.95 0.73 0.82 0.92 
137 0.88 0.95 0.27 0.88 0.95 168 0.95 0.95 0.73 0.92 0.82 
138 0.88 0.95 0.88 0.5 0.88 169 0.95 0.95 0.73 0.95 0.95 
139 0.88 0.95 0.27 0.95 0.92 170 0.95 0.95 0.88 0.92 0.82 
140 0.88 0.95 0.88 0.5 0.95 171 0.95 0.95 0.73 0.95 0.95 
141 0.88 0.95 0.95 0.95 0.73 172 0.95 0.95 0.88 0.73 0.62 
142 0.92 0.82 0.95 0.92 0.27 173 0.95 0.95 0.88 0.95 0.88 
143 0.92 0.92 0.82 0.92 0.95 174 0.95 0.95 0.92 0.92 0.88 
144 0.92 0.95 0.92 0.95 0.92 175 0.95 0.95 0.92 0.95 0.95 
145 0.92 0.95 0.95 0.95 0.95 176 0.95 0.95 0.95 0.62 0.88 
146 0.92 0.95 0.95 0.95 0.95 177 0.95 0.95 0.95 0.88 0.88 
147 0.92 0.95 0.95 0.95 0.95 178 0.95 0.95 0.95 0.92 0.82 
148 0.95 0.82 0.38 0.73 0.88 179 0.95 0.95 0.95 0.92 0.95 
149 0.95 0.92 0.95 0.95 0.95 180 0.95 0.95 0.95 0.92 0.88 
150 0.95 0.88 0.27 0.5 0.82 181 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
151 0.95 0.88 0.82 0.95 0.88 182 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
152 0.95 0.88 0.92 0.92 0.95 183 0.95 0.95 0.95 0.95 0.5 
153 0.95 0.88 0.95 0.95 0.95 184 0.95 0.95 0.95 0.95 0.62 
154 0.95 0.92 0.82 0.82 0.82 185 0.95 0.95 0.95 0.95 0.82 

































187 0.95 0.95 0.95 0.95 0.92 199 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
188 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 200 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
189 0.95 0.95 0.95 0.95 0.73 201 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
190 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 202 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
191 0.95 0.95 0.95 0.95 0.92 203 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
192 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 204 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
193 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 205 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
194 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 206 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
195 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 207 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
196 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 208 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
197 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 209 0.95 0.95 0.95 0.95 0.95 
























付表 14：第 6章の真理表のスプレッドシート（不完備な真理表） 















1 1 1 1 131  0.975 0.966 
1 1 0 1 7  0.988 0.962 
0 1 1 1 4  0.994 0.980 
1 1 0 0 2  0.956 0.742 
0 0 0 0 1  0.983 0.663 
1 1 1 0     
1 0 1 1     
1 0 1 0     
1 0 0 1     
1 0 0 0     
0 1 1 0     
0 1 0 1     
0 1 0 0     
0 0 1 1     
0 0 1 0     















去过（        ）没有去过（        ） 
 
问题 I： 
问 1：过去 3个月内来店次数（  ）次 
 




例： 1         2        3        4        5 
 
   完全不赞同      不太赞同         一般        有点赞同        非常赞同 
 
3.1 “网上订货，店铺取货或者店铺订货，邮寄到家”的服务是方便快捷的。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.2 使用“网上订货，店铺取货或者店铺订货，邮寄到家”服务的话，能够让购物体验更好。 









完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.4 “企业在社交软件中所提供的附近门店的查询功能”是方便快捷的。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.5 “企业在社交软件中所提供的附近门店的查询功能”能够让购物体验更好。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.6 “企业在社交软件中所提供的附近门店的查询功能”对我来说是非常重要的。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.7 “企业通过社交软件（微信，微博等）推送的关于新品，以及商品优惠信息”是方便快捷的。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.8 “企业通过社交软件（微信，微博等）推送的关于新品，以及商品优惠信息”能够让购物体验更好。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.9 在购物过程中，“企业通过社交软件（微信，微博等）推送的关于新品，以及商品优惠信息”对我来说
是非常重要的。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.10 “电子支付方式（微信，支付宝）”是方便快捷的。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.11 “电子支付方式（微信，支付宝）”能够让购物体验更好。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
3.12 在购物过程中“电子支付方式（微信，支付宝）”对我来说是非常重要的。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
 
問 4：  
4.1 通过以上店铺所提供的商品和服务，我对店铺的满意度有所提高。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
4.2 通过以上店铺所提供的商品和服务，更好的满足了我的需求。 
完全不赞同  1  2  3  4  5  非常赞同 
4.3 我今后还想再次利用这家店铺。 













































ある（ ） ない（ ）   
 
設問 I： 
問 1：過去 3ヵ月の来店回数（  ）回 
 





例： 1       2       3       4       5 
 
全くそう思わない  ややそう思わない  どちらでもない   ややそう思う   非常にそう思う 
 
3.1 「ネット予約，店舗引き取り，あるいは店舗注文，家に配送」サービスが便利だと思う。 










全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.3 「ネット注文，店舗引き取り，あるいは店舗注文，家に配送」サービスが重要だと思う。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.4 「SNS（WeChat，Weiboなど）で企業が提供した近隣店舗の検索機能」が便利だと思う。 
   全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.5 「SNS（WeChat，Weiboなど）で企業が提供した近隣店舗の検索機能」が利用できると，充实し 
た買物ができる。 
   全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.6 「SNS（WeChat，Weiboなど）で企業が提供した近隣店舗の検索機能」が重要だと思う。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.7 「SNS（WeChat，Weiboなど）による企業が発信した製品情報，バーゲン情報」が便利だと思う。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.8 「SNS（WeChat，Weibo など）による企業が発信した製品情報，バーゲン情報」が利用できると，
充实した買物ができる。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.9 「SNS（WeChat，Weiboなど）による企業が発信した新製品情報，バーゲン情報」が重要だと思う。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.10 モバイル決済サービス「WeChat，Alipay」が便利だと思う。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.11 モバイル決済サービス「WeChat，Alipay」が利用できると，充实した買物ができる。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
3.12 モバイル決済サービス「WeChat，Alipay」が重要だと思う。 
全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
 
問 4：  
4.1 このスマートフォンを使った買物サービスに満足している。 





全くそう思わない  1  2  3  4  5  非常にそう思う 
4.3 このスマートフォンを使った買物サービスを再利用したい。 
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の関心に沿って研究を進めることができた。両先生の公私にわたるご支援がなければ，この論文を纏め上げること
は到底できなかった。改めて心より感謝申し上げたい。 
 前期博士課程の指導教授であった神戸大学名誉教授の田村正紀先生は，高橋郁夫教授のもとで専門的な研究を続
けることを薦めてくださり，研究者としての道を開いてくださった。また筆者が後期博士課程に進学した後も，学
会でお目にかかった際の折にふれ，小売業革新の重要性や質的比較分析の手法の基礎など多大なご助言をくださっ
た。この場を借りて，心よりお礼申し上げたい。 
 学部時代の指導教授である常葉大学経営学部の中原龍輝先生は筆者にマーケティングや流通への関心を持たさ
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